
平成13年10月１日～平成14年３月31日

Ⅰ　平成13年度下半期に編成された補正予算の主な内容は何ですか。

一般会計予算の補正状況と主な内容

１ 12月補正予算 7,079百万円　ほかに債務負担行為 12,037百万円

繰越明許費 2,596百万円

国の補正予算に盛り込まれた雇用対策やＢＳＥ対策などについて、県としても、速やかに必要

な予算を受け入れ、遅滞なく実行に移すための予算を計上しました。

また、給与改定経費については、県人事委員会の勧告どおり実施し、減額計上しました。

○雇用の創出・安定対策

（緊急地域雇用創出特別交付金の活用による雇用の創出、離職者生活福祉資金制度の創設）

○ＢＳＥ対策

（安全・安心な牛肉の供給体制の確立、食肉流通センターの整備支援）

○福祉施設の整備

（放課後児童クラブの整備、介護保険関連施設の整備、保育所の整備）

○誘客対策の推進

（能登空港の需要拡大に向けた広報活動の強化、加賀百万石博の開催準備）

○公共工事の通年施工対策（ゼロ国債、ゼロ県債、繰越明許費）

○給与改定　期末・勤勉手当△0.05ヶ月（4.75ヶ月→4.70ヶ月））

２　２月補正予算 11,008百万円　ほかに繰越明許費 46,207百万円

国の２次補正予算に盛り込まれた公共事業等について、国の認証が得られたものを補正すると

ともに、例年、年度末を控えたこの時期に対応せざるをえない医療福祉対策などの諸事業につい

て所要の予算を措置しました。

一方、県税収入が現計予算を上回る（29億円）ことが確実になったことに加え、地方交付税や

宝くじ収入なども現計予算を上回る見込であることから、予定していた減債基金の取崩しを一部

（90億円）取り止めるなど、将来の財政運営にも配慮しました。

○公共事業、直轄事業の促進（幹線道路の整備、防災基盤整備、県営ほ場整備等）

○県立学校・保育所の前倒し整備

○公共車両・緊急車両の優先走行システムの整備（金沢駅西口～新県庁舎）
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― 10 ―



○除雪経費、道路損傷対策

○介護保険給付費

○美術品の購入

○能登空港活性化基金の造成

○航空プラザ駐車場の整備

３　専　決

平成14年３月29日付けの知事専決により、歳入予算の補正を行いました。

県税については、法人関係税や県民税利子割などの増収により29億円余を増額し、地方交付税

については特別交付税の確保により12億円余を増額しました。

また県債については、交付税措置の手厚い有利な県債の確保が図られたことから、30億円増額

することとしました。

これらの増収等に伴い、後年度の財政負担に備えるため、財政調整基金及び減債基金の取崩し

100億円を全額取り止めました。
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平　成　13 年　度 増　　　減

一般会計

会計区分

(698,427)

698,427

Ｈ13.10.5

現在予算額

下　半　期

補　正　額

最終予算額

（A)
額(A)―(B) (A)―(B)率 (B)

平成12年度

最終予算額

（Ｂ)

(47,902 )

47,902

(35,914)

35,914

(782,243)

782,243

(△ 2,400)

△ 2,400

( 215)

226

(△ 8,586)

15,913

(△ 6,401)

18,087

(692,026)

716,514 

(45,502)

45,502

(36,129)

36,140

(773,657)

798,156 

(670,639)

699,046

(43,723)

44,163

(1,779)

1,339

(△ 168)

△ 161

(22,998)

18,646 

(36,297)

36,301

(750,659)

779,510

(21,387)

17,468 

(3.2)

2.5 

(4.1)

3.0

(△ 0.5)

△　0.4

(3.1)

2.4

特別会計

事業会計

合　　計
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△印減（単位：百万円、％）

最終予算の状況

（注）（ ）内は、経済対策分を除いたものです。

歳入最終予算の状況

一般財源�
特定財源�

自主財源�
依存財源�

一般会計最終予算7,165億1,373万円�

国庫支出金�
1,160億�
8,011万円�
（16.2％）�

地方交付税 �
1,689億�
9,603万円�
（23.6％）�

  諸収入�
912億7,751万円�
（12.7％）�

寄　　附　　金　    3億3,587万円（0.1％）�

県債�
1,356億7,879万円�
（18.9％）�

県　　税�
1,366億5,000万円�
（19.1％）�

地方消費税清算金　239億   300万円（3.3％）�

繰　　入　　金  150億5,896万円（2.1％）�

地方譲与税    　17億3,870万円（0.2％）�
地方特例交付金 9億2,459万円（0.1％）�
交通安全対策特別交付金　     　 　　　 �

　　5億3,316万円（0.1％）�

分担金及び負担金　139億4,780万円（1.9％）�

使用料及び手数料  　96億6,048万円（1.4％）�
財　産　収　入　 12億6,130万円（0.2％）�
繰 　　 越 　　 金       4億6,745万円（0.1％）�

}

自�

主�

財�

源� 依�

存�

財�
源�

4,239億�
5,138万円�

（59.1％）　�

国庫支出金 �
1,160億�
8,011万円�
（16.2％）�

地方交付税 �
1,689億9,603万円�
（23.6％）�

諸収入�
912億7,751万円�
（12.7％）�

繰　　入　　金　　150億5,896万円（2.1％）�
分担金及び負担金　　139億4,780万円（1.9％）�

使用料及び手数料　　  96億6,048万円（1.4％）�
財 　産　収　入    　12億6,130万円（0.2％）�
寄　 　附 　　金        3億3,587万円（0.1％）�

地方消費税清算金　239億   300万円（3.3％）�
地 方 譲 与 税  17億3,870万円（0.2％）�
地方特例交付金　  9億2,459万円（0.1％）�
交通安全対策特別交付金　 5億3,316万円（0.1％）�
繰 　　  越 　　金　 4億6,745万円（0.1％）�

県   債�
1,356億�
7,879万円�
（18.9％）�

県　　税�
1,366億�
5,000万円�
（19.1％）�

} }

一�

般�

財�

源�

特�
定�

財�

源�

3,833億�
       82万円�
　    （53.5％）�

3,332億�
1,293万円   

（46.5％）�

2,925億  �
   6,237万円�

（40.9％）�

（注1）円グラフの（　）は構成比です。�
（注2）数値はすべて四捨五入しており、�
  　　合計額が一致しない場合があります。�
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歳出目的別（款別）最終予算の状況

歳出性質別最終予算の状況

教　育　費�
1,231億�
5,946万円�
（17.2％）�

土　木　費�
1,396億3,034万円�
（19.5％）�

　健康福祉費    �
564億8,056万円　�
（7.9％）�

企画県民文化費 300億1,808万円�
（4.2％）�

警　察　費 294億1,187万円�
（4.1％）�

環境安全費　87億2,032万円�
（1.2％）�

災害復旧費   38億5,222万円�
（0.5％）�

議　会　費  13億977万円    �
（0.2％）�

予　備　費   2億円（0.0％）�

一般会計最終予算�
7,165億1,373万円�

公　債　費�
962億4,593万円�
（13.4％）�

農林水産業費�
740億�
6,869万円�
（10.3％）�

総 務 費 �
834億3,324万円�
（11.7％）�

商工観光労働費�
699億8,325万円�
（9.8％）�

�

（注1）円グラフの（　）は構成比です。�
（注2）数値はすべて四捨五入しており、�
  　　合計額が一致しない場合があります。�

土木施設維持補修費�
14億4,658万円（0.2％）�

災害復旧事業�
31億9,874万円（0.5％）�

国直轄事業費負担金�
165億2,230万円（2.3％）�

受託事業�
61億9,967万円（0.9％）�

退職手当�
151億1,434万円（2.1％）�

一�
般�
行�
政�

経�

費�

26.9�
　％�

職�

員�
�
費�

24.5�
　％�

投� 資� 的�
経�
費�

35.0
％�

公債費�
962億�
684万円�
　（13.4％）� 給　与　等    �

1,596億  �
2,621万円�

　   （22.3％）�

恩給及び退職年金�
8億9,498万円（0.1％）�

�
1,090億�
5,374万円�
（15.2％）�

国庫補助建設事業�
166億3,203万円（2.3％）�

一般公共事業�

国庫補助のあるもの�
507億3,333万円（7.1％）�

国庫補助の�
ないもの�
1,417億�
1,601万円�
（19.8％）�

一般会計最終予算�
7,165億�
1,373万円�

一般単独事業  �
991億6,896万円�
（13.8％）�

（注1）円グラフの（　）は構成比です。�
（注2）数値はすべて四捨五入しており、�
  　　合計額が一致しない場合があります。�


